












































































































































































































































































































































16) 『朝日新聞』 2002年10月9日付け。なお京都市では，現行の 1号被保険者の保険料月額
（標準額）2958円を，次年度に3984円に，一気に1000円以上引き上げる方針を固めた。同， 2002
年10月24日付け（京都版）。

































































































































介護保険法と社会連帯 藤井 透 17 
ぐことや，民間市場の拡大を支えた理念であったことも本節で明らかにした。
最後にもう一度強調したい点は，「公費負担」に関してである。社会保険方式によ
る介護保険の提案は，確かに第一節で論じてきた「社会連帯」理念を体現していたも
のであったということができょう。しかし，ある意味では，不明瞭な社会保険方式を
支えるためのものであったにせよ，「公費負担jをそこに組み入れざるを得なかった
制度設計は，介護保険法下の新しい「社会連帯j理念によってもたらされたのだと指
摘しておきたい。同理念によって，社会保障制度における「公的責任jが，ひとりひ
とりの高齢者の「自己責任jと大差ないものと読み替えられたのである。なぜなら，
介護保険法下の「社会連帯j理念によって，国はもはや社会福祉等の向上に責任を負
う存在ではなく，社会保険方式において，ひとりひとりの高齢者と同じ立場で，社会
保険を「支え合う」存在でしかないと自己規定していたからである。すなわち「社会
連帯jの「社会Jとは，「国民」によってのみ構成されているのではなく，国もその
一構成員に過ぎなかったのである。これこそが，「社会全体で介護リスクを支え合うj
とする介護保険法下での「社会連帯J理念であったといえよう。
むすびにかえて
本稿は，高齢者介護に対して，なぜ社会保険方式に基づく介護保険が提案されたの
かについて，「社会連帯」理念に焦点をあてて解明してきた。そこで最後に，本稿で
明らかにしてきた点を振り返りながら，「社会保障構造改革jの理念的特質とはどの
ような点であったのかを明確にして，むすびにかえてみたい。
これまで論じてきたように，「社会連帯jは，介護保険法成立以前の時点でも，『厚
生白書J等で取り上げられていた重要な理念であった。その「社会連帯」理念を根本
のところで支えていたのが，「豊かな」高齢者像であったことは，絶えず念頭に置か
れねばならない点であろう。厚生省は，「平成」以降，「年金Jが「成熟」したとみな
し，高齢者はかつての「社会的弱者jではなく，「豊か」になったのだと繰り返し主
張していたのである己この「豊かなJ高齢者像こそ，「社会連帯j理念を根本のとこ
ろで支えていたといえよう。これによって，厚生省は，基本的に社会の中には「貧し
い」階層が存在しなくなったとみなすことができた。とりたてて「貧しい」階層が存
在しなくなったのであれば，社会保障の財源および供給を国が一元的に責任を負う根
拠はなくなるのである。とうとう社会保障は，“国民みんなのもの”になった。これ
が「社会連帯J理念のもっとも基底部分の理解であったといえよう。同時に，「社会
18 イ弗教大学総合研究所紀要別冊 介護保険の施行とその課題
連帯」理念によって，社会保障におけるサービス供給に関しても国の責任が軽減さ
れ，「民間市場jに大きく開放される契機ともなったのである。以上のような理解
が， 1990年代前半までの「社会連帯j理念の内実であったといえよう。
今日の時点であっても，「社会連帯」理念の基本枠組みは上記のようなものであ
る。しかし，その枠組みを前提としながらも，介護保険の提案によって，「社会連帯」
理念は新たな段階に入ったのではないかといえよう。それは，最後に言及したよう
に，介護に対して社会保険方式に基づく介護保険を提案するということ自体に無理が
あったことを糊塗するために 「社会連帯」理念が新しい内容を持たざるを得なくな
ったからである。すなわち，不明瞭な社会保険方式を支えるために，「公費負担Jを
そこに組み入れていたことに，介護保険法下の「社会連帯j理念の変容を指摘できる
のである。つまり 現段階での「社会連帯」理念は 社会保障制度における「公的責
任jを，ひとりひとりの高齢者の「自己責任Jと大差ないものとみなしているのであ
る。同理念によって，国はもはや社会福祉等の向上に責任を負う存在ではなく，社会
保険方式において ひとりひとりの高齢者と同じ立場で社会保険を「支え合うj存
在でしかないと自己規定していたといえよう。これこそ 「社会保障構造改革」の理
念的特質であったといえるのである。
しかしながら，「社会連帯」理念の根本部分を支えていた，「豊かなj高齢者像は，
現実とはかなりかけ離れたイメージであった。さらに 高齢者介護に対して社会保険
方式が適当であるとした根拠のひとつとして 「介護リスクjが「普遍的なリスクj
であるとした点が挙げられていたが，これも誤った事実認識であった。にもかかわら
ず，本稿で論じてきたように，厚生省等は現実を歪めて理解し，それに基づいて根拠
のない制度設計を行うために，「社会保障構造改革jの理念である「社会連帯J理念
を十全に活用してきたのである。このようにみてくると，「社会連帯」理念は，今後
とも，社会保障に対する「公的責任」の後退と，それに対応して増大する国民負担の
強要を図るために，厚生省等によって利用され かっそのために多様な変容をみせる
理念であるといえるのではないであろうか。
〔付記〕
本稿は， 2002年11月10日に脱稿されたものだが，「編集上の都合」で， 2年以上も公表が遅れ
た。この間の「介護保険法jに関わる多様な見直しなど，本来であれば追加して言及すべきだ
が，筆者には時間的な余裕がなく，それができない。お詫びしたい。
